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政府規制等と競争政策に関する研究会 

（地球温暖化対策における経済的手法を用いた施策に係る競争政策上の課題  

～国内排出量取引制度における論点～第２回） 

２００９年１１月５日（木） 

 

 

【藤本調整課長】 それでは，お集まりでございますので，定刻になりましたので「政府

規制等と競争政策に関する研究会」を始めさせていただきます。 

 本日は，「地球温暖化における経済的手法を用いた施策に係る競争政策上の課題～国内排

出量取引制度における論点～」の第２回でございます。 

 始めに，実際に地球温暖化対策に取り組む事業者の実情などをお伺いするということで，

日本鉄鋼連盟の方にお越しをいただいております。御紹介させていただきます。 

 新日本製鐵株式会社参与環境部長の山田健司様でございます。 

【日本鉄鋼連盟】 よろしくお願いします。 

【藤本調整課長】 また，本規制研のオブザーバーとして，京都大学大学院経済学研究科

准教授の諸富徹先生にお越しをいただいております。 

【諸富先生】 どうもよろしくお願いいたします。 

【藤本調整課長】 諸富先生には，ＥＵ，米国における排出量取引制度に関する最近の状

況，議論の動向，またベンチマーク方式及びオークションの各方式などについて御説明を

いただきたいと思います。 

 その後，第１回で提示をいたしました「国内排出量取引制度に係る競争政策上の論点」

について議論をしていただきたいと考えております。 

 配付資料の確認でございますが，資料１は日本鉄鋼連盟の説明資料，資料２は諸富先生

の説明資料，参考で「国内排出量取引制度に係る競争政策上の論点」が入っております。 

 それでは，これからの議事につきましては，井手座長代理にお願いを申し上げます。よ

ろしくお願いいたします。 

【井手座長代理】 それでは，早速，議事に入らせていただきます。 

 説明がございましたけれども，最初に「主要関係事業者等からのヒアリング」というこ

とで，日本鉄鋼連盟の山田健司さんから資料について御説明いただき，その後，御質問，

質疑に移りたいと思いますので，よろしくお願いいたします。 

 大体 20 分程度で御説明いただければと思いますので，よろしくお願いいたします。 

【日本鉄鋼連盟】 それでは，資料に基づきまして御説明をさせていただきます。「日本鉄

鋼業の地球温暖化対策への取組み」ということで御説明いたします。 

 ２ページ，「ポスト京都の中期目標について－公平な国別目標の必要性－」というところ

を申し上げます。これは，公平な企業間の競争条件を確保するための大前提だと思ってお

りますので，この点について御説明させていただきます。 
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 ３ページ，日本は既に世界トップレベルの低炭素経済にあるということで，左側がＧＤ

Ｐ当たりのＣＯ₂排出量，右側がＧＤＰ当たりの一次エネルギー供給量になっております。

日本を 100 としたときにＥＵ，米国等は大体平均で 200 程度ということがいえようと思い

ます。 

 ４ページ，先ほどは国全体の話ですが，個別業界ごとにみた，いわゆる効率指標，原単

位というもので御説明できると思います。主要業種につきまして，日本を 100 としたとき

にその他の国がどういったレベルになるのかということでございます。 

 鉄が真ん中の下にございます。日本を 100 としたときに，ドイツ，イギリス等が 120 前

後，中国，インド等が 130 前後というレベルにございます。このぐらいのエネルギー効率

の格差があるということでございます。 

 ５ページ，国別目標を見るときに，京都議定書では 1990 年を基準年として削減幅を表し

ております。それがどういう意味を持つのかということについて，何点か御説明したいと

思います。 

 まず５ページです。基準年を今 1990 年としておりますけれども，これを 1995 年あるい

は 2000 年と変えるだけで数字の見え方が大きく変わってきます。1990 年という基準年は

ＥＵにとって著しく有利な設定になっているということがいえると思います。 

 下の○で囲んでありますのが京都議定書の目標値でございます。日本，米国，ＥＵがそ

れぞれ，マイナス６パーセント，マイナス７パーセント，マイナス８パーセントという目

標に対しまして，水色のところが 1990 年から 2005 年の増減でございます。日本が 7.7 パ

ーセント，米国が 16.3 パーセント増えました。一方，ＥＵはマイナス２パーセントという

ことで優等生ということがいえるかと思います。 

 ところが，基準年を 1995 年，2000 年と変えますと，日本もプラス 1.1 パーセント，0.8

パーセント，ＥＵも 1.1 パーセント，1.4 パーセントと変わっていきます。ということは，

1990～ 1995 年の間に大きく何かが変わったということでございます。後ほどもございます

が，ＥＵではエネルギー転換が行われた，あるいは東独と接合することによって大きく下

がったということがいえます。 

 もう一つございますのは，ＥＵ15 から右側のＥＵ27 に変えただけで，ＥＵ15 では 1990

年比ですが，マイナス２パーセントというものがマイナス 11 パーセントに増えます。とい

うことは，更に東欧を入れることによって，ＥＵは何もしなくてもこれだけ削減が進んだ

ように見えるということでございます。 

 ６ページ，ＥＵ全体について表しております。下の方を見ていただきたいと思います。

ＥＵ15 では目標に対して，まだ，２億トン強の不足があります。ところが，ＥＵ12，つま

り新規に加盟した国におきましては，既に目標を大きく下回って余剰分があるということ

でございます。 

 どういった構造になっているのかといいますと，上でポーランド，ハンガリーを例示し

ておりますけれども，新規加盟の 12 か国につきましては，1990 年よりも以前の基準年と
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いうものを設定しておりまして，これは条約上許されているわけですけれども，1990 年で

既に基準年よりも大きく下回っているという構造にございます。いわゆるホットエアー，

何もしなくても排出枠が余っているという状態でございます。これが拡大ＥＵに取り込ま

れているということでございます。 

 ７ページは，いわゆるＣＤＭがどの国で発生し，どの国が買っているのかということを

示しております。７ページは発生の国ですけれども，これは正に発展著しい国である，中

国，ブラジル，韓国，インド等で，大半のＣＤＭが出ている，いわゆる排出権が発生して

いるということでございます。 

 ８ページは，どの国がＣＤＭを購入しているのかということでございます。６割がイギ

リスで，あとヨーロッパ系が多く，日本は 10 パーセント強ということでございます。これ

は一次的に購入をした者がどこの国に所属しているかを示しています。先ほどありました

ように，広くＥＵ全体にとってみれば，排出権はＥＵ全体の中では要らないということに

なりますが，一次的にはイギリス等にある金融機関が買っているということでございます。 

 最終的にＣＤＭを買う主要な国が日本になります。９ページでございますが，京都議定

書の目標達成のために，京都メカニズムをどの程度活用しているかというのがこのページ

でございます。政府の購入分，電力，鉄鋼会社が目標達成のために既に購入した分，合わ

せて約４億トンございます。今のＥＵ－ＥＴＳでの価格は，15 ユーロから 30 ユーロにな

りますので，日本全体の京都議定書の目標を達成するための負担が１兆円前後ということ

になります。こういった規模の金額が外国に流れていることになります。 

 10 ページ，今までは京都の話ですが，ポスト京都ということで，今は国別目標がそれぞ

れ発表されております。2005 年比，1990 年比で見え方は違いますが，2005 年比で見てい

ただきますと，米国がマイナス 14 パーセント，ＥＵがマイナス 13 パーセント，日本が前

政権ではマイナス 15 パーセントという，ほぼ米国，ＥＵと同じレベルでしたが，新政権で

はマイナス 30 パーセントということになります。新政権の数字が大きく突出しているとい

うことでございます。 

 11 ページ，先ほどの数字はある基準年からの数字ですから，効率を反映したものではご

ざいません。11 ページは効率も踏まえて，それぞれの目標を達成するために限界削減費用

はどの程度かかるのかということを表しております。この資料は前政権の中期目標検討委

員会で発表されたものでございます。 

 一番左が 2005 年比，日本の目標としてマイナス４パーセントを達成するときに必要な限

界費用は約 62 ドルですけれども，これは，欧米が既に発表した目標を達成するときに必要

な限界削減費用と同じで，限界削減費用という観点で見れば，この目標がほぼ同じという

ことになります。ところが，2005 年比マイナス 30 パーセントあるいは 1990 年比マイナス

25 パーセントという数字になりますと，欧米の目標と同等の限界削減費用の 7.7 倍も掛か

るということが示されております。 

 12 ページは，中期目標につきまして，ＩＥＡあるいは途上国がどういう見方をしている
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のかというデータでございます。ＩＥＡの 2009 年の World Energy Outlook の中にその数

字がございます。それぞれの国が発表した目標値は，一番右側に書かれております。米国

であれば 1990 年比プラスマイナス０パーセントで，2005 年比でマイナス 14 パーセントと

いう数字でございます。 

ＩＥＡが出した数字は 1990 年比の数字でございます。例えば米国であれば，1990 年比

はプラスマイナス０パーセントと言っているのに対して，それよりも多いマイナス３パー

セント，ＥＵ27 ですと，1990 年比マイナス 20 パーセントに対して，それよりも多いマイ

ナス 23 パーセントが妥当であるという言い方をしております。ところが，日本につきまし

ては，目標マイナス 25 パーセントに対して，ＩＥＡはマイナス 10 パーセント程度という

ことで，日本についてのみ発表した目標よりも低い数字を出しております。 

 同じく下はＡＷＧ，国連のアドホックワーキンググループにおきまして途上国が提案し

た数字であります。米国のプラスマイナス０パーセントに対しましては，マイナス 26 パー

セント。ＥＵについては，マイナス 20 パーセントに対しましてマイナス 28 パーセント，

日本につきましては，日本が発表したマイナス 25 パーセントに対してマイナス 19 パーセ

ントと，ここでも日本についてのみ提案した目標よりも低い目標というものを出しており

ます。 

 13 ページは，前政権のときの資料でございますが，2005 年比マイナス 15 パーセントあ

るいはマイナス 30 パーセント，新政権の 1990 年比マイナス 25 パーセントに相当するもの

ですが，それを達成するときにどのような施策を打たなければいけないのかということで

ございます。 

 新政権におきましては，今，新しい検討体制の中でこれを見直すという作業をしていま

すので，新しい数字がまた出てくると思います。とりあえず，ここでは前政権での検討結

果に基づいた話をさせていただきます。 

 まず，2005 年比マイナス 15 パーセントのところに書いてありますが，一番下の産業部

門につきましては，最先端の技術を設備更新時に最大限導入するということを前提に立っ

ております。民生部門の方ですが，太陽光発電，次世代自動車，省エネ住宅の３つがここ

では大きくメルクマールとして出されておりますが，例えば，次世代自動車でみますと，

2005 年比マイナス 15 パーセント案ですと新車販売の５割程度，足元では２パーセント強

だと聞いておりますが，それを５割にする。30 パーセント削減案では，例えば，これは２

つの試算を出しておりますが，日本エネルギー経済研究所の資料でございますと，新車販

売の 100 パーセント義務化をしないと達成できないということでございます。 

 こういった民生部門の普及率あるいは産業部門の最先端の技術導入ということを踏まえ

ましても，マイナス 30 パーセント案は厳しいということで，生産活動や経済活動を制限し

ないとできない。例えば，鉄の生産でいえば 18 パーセントの減産が必要だということにな

っております。 

 以上で中期目標に関わる話については終えさせていただきまして，14 ページ以降，日本
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の鉄鋼業の具体的な取組について御紹介いたします。 

 15 ページ，鉄鋼業では，オイルショック以降，大きく３点，工程の連続化，副生ガス等

の回収・有効利用，廃熱回収ということに取り組んでまいりました。さらに，廃熱回収に

ついても世界の中では日本が最も進んでおりますが，廃プラスチック等社会から発生する，

こういった副産物あるいは廃棄物といったものを利用しております。これは世界では日本

以外ほとんど例がございません。 

 1970 年度以降の 20 年間で約３兆円を投資いたしまして，省エネ２割を達成し，現在 1990

年度以降 2010 年度までに 1.7 兆円を投資いたしまして，省エネ１割の達成に向けて努力し

ている最中でございます。 

 16 ページ，こういった省エネの結果，主要な省エネ設備機器の普及率というものを見て

みますと，日本，欧米及び途上国では随分数字が変わってきます。棒グラフの下に書いて

ある連続鋳造設備等主要な省エネ設備でございます。棒グラフは日本，韓国，ＥＵ，米国，

中国，インドという順に並んでおります。 

 連続鋳造設備は主要な設備ですので，それぞれの国で入っております。コークス炉ガス

といったものも主要な副生ガスですので，それぞれの国で有効活用されております。とこ

ろが，右から２番目のコークス乾式消火設備，これはコークスを消火するときに従来水で

行っていたものを不活性ガスで行うことによって，そのエネルギーを有効利用するという

ものですけれども，それについては，日本，韓国はかなり普及しておりますけれども，途

上国，欧米では余り普及しておりません。こういった格差がございます。 

 17 ページ，省エネ設備の導入の結果，今後の削減ポテンシャルはどの程度あるのかとい

うことについて，これは下に出所が書いてありますが，ＩＥＡが発表したものでございま

す。このグラフは，右の縦軸に記載のとおり，鉄を１トン生産するときのＣＯ₂の削減ポテ

ンシャルが分かるというものです。ＣＯ₂の効率の絶対値というのはなかなか把握が難しい

わけですけれども，こういった設備がどれだけ入っているかということから逆算して，ど

れだけの削減ポテンシャルがあるかということを表しており，赤い折れ線グラフがそれを

示しております。右から２番目の日本ですが，鉄を１トン生産するときに 0.07 トンしか削

減ポテンシャルがなく，左の方で，中国，ウクライナ，インドというところを見ますと，

７～10 倍も削減ポテンシャルがあるということが見られます。 

 18 ページ，以上のように日本のエネルギー効率は，優れているわけですけれども，世界

の中でそれぞれの国がどういった制約を受けているのかということを示したものがこのグ

ラフでございます。下の方に棒グラフがございますが，左側が 2006 年，右側が 2008 年で

ございます。このグラフは，世界での鉄の生産実績が 2000 万トン以上の会社をピックアッ

プしております。まず１つ言えることは，2006 年から 2008 年にかけて，途上国の発展等

によりまして，世界の鉄鋼業は大きく発展し，生産実績が大きな企業がどんどん増えてお

ります。グラフで見ますと７社から 10 社に増えております。そういった中で，ＣＯ₂の排

出に制約があるかどうかをみますと，右側で見ていただきますと，緑色の棒がＣＯ₂の排出
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に制約があるところでございまして，これはヨーロッパと日本のみでございます。赤色の

棒は制約がないということでございます。１位のアルセロール・ミッタルあるいは８番目

のタタにつきましては，ヨーロッパにある工場では制約がございますけれども，その他の

国では制約はないということで，事実上生産移転等も可能ですので，実質的な制約がある

のは日本のみということになっております。世界で最も効率のいい日本が制約を受けてい

るということでございます。そのために，自主行動ではございますが，目標を達成するた

めに排出権を買わざるを得ない。そのコストが 1000 億円強ということになっております。 

 上の四角の下側に※印で意味合いを書いております。ある一定量以上の生産をしようと

すれば，省エネがそれ以上できないということであれば排出権を買ってくるということに

なります。 

そのコストが，大体鉄１トンを生産するのにＣＯ₂を２トン弱排出しますので，今のＥ

Ｕ－ＥＴＳの価格の 15～30 ユーロを前提にいたしますと，5,000 円前後の負担になるとい

うことでございます。1990 年以降の粗鋼トン当たりの経常利益は，ここにありますとおり

6,000 円強ですから，今の制約が続けば，事実上日本ではこれ以上の生産ができなくなる

ということでございます。 

 最後に，日本が今後目指す方向について簡単に御説明いたします。現在～中期というこ

とで，国内では世界最高のエネルギー効率を更に維持・強化するということ，高機能鋼材

の製品を通じて，需要分野の排出削減に貢献するということ，そして，海外に対しまして

は，そういった省エネ技術を移転・普及して，世界規模での削減に貢献するということ，

さらに，中長期には，製鉄業では還元剤として石炭を使っていることからＣＯ₂の発生とい

うものが不可避でございますので，こういったものが発生しない革新的な技術開発を行っ

ていくことが必要だと思っています。 

 20 ページ，当面の 20 年に向けた最先端の技術を最大限導入するということで，どうい

ったことが可能であるのかということがここで表されています。出所は総合資源エネルギ

ー調査会の需給部会で出されたものでございます。 

 具体的な技術が左の方に書かれております。今，考えられる最先端の技術を全部取り入

れていくことによって，右の上にございますが，１兆円程度の投資により約 500 万トンの

ＣＯ₂削減が可能であるということでございます。 

 21 ページ，高機能材鋼材の供給によって，自動車，発電あるいは造船等の分野で最終商

品として消費・使用される段階においてＣＯ₂がどのぐらい減っているかということを表し

たものでございます。ある試算によりますと，資料に書いてありますが，我々が供給した

鋼材，国内と輸出を合わせまして，従来の鋼材に比べて 1500 万トンぐらいのＣＯ₂削減効

果があるということが出されております。具体的には下の方で３つの例が書いてあります

が，ハイブリット自動車モーター用の高性能電磁鋼板，自動車用の高機能鋼板，あるいは

造船等の高強度・高靭性がある厚板といったものでございます。 

 22 ページ，アジア太平洋パートナーシップにおいて，技術移転による削減ポテンシャル
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の調査を行っておりまして，具体的に資料に書いてある技術によってどのぐらいの削減ポ

テンシャルがあるのかということが分かりました。 

 アジア太平洋パートナーシップの７か国で 1.3 億トン，全世界では 3.4 億トンと，日本

の今の技術を適用すればそれぐらいのＣＯ₂削減が可能であるということが分かっており

ます。 

 23 ページは革新的な技術開発ということで，これは昨年から国家プロジェクトとして

COURSE50 というものを始めております。鉄鉱石の還元を石炭ではなく，水素で行うという

こと，あと，不可避的に出てくるＣＯ₂に対しましても，分離吸収していくといった技術開

発にチャレンジしております。 

 技術の確立は，2030 年ぐらいまでには何とかしたいと考えておりますが，いったん高炉

が稼働しますと，20 年から 25 年ぐらい稼働しております。したがって，技術が 2030 年に

確立できたとしても，日本全体の高炉にこれを適用していくという時間を考えますと，2050

年ぐらいまで掛かるのかなと思っております。当面の省エネを極めるということと，こう

いった革新的な技術の開発を並行して行っていくということでございます。 

 長くなりましたが，説明は以上でございます。 

 すみません，25 ページをご覧ください。今日は排出量取引の話でしたので，それに関し

ていろいろな方が言われておりますので，何点か気になる表現をピックアップしてきまし

た。 

 まず，グリーンスパン前ＦＲＢ議長でございます。その２行目と３行目です。この手法

で資源の最適配分がほぼ不可能なことは，中央計画経済の豊富過ぎる事例で目にしてきた

はず。 

 ２番目がドイツのメルケル首相ですけれども，誤った気候変動政策（オークション方式）

によって，ドイツの雇用を失わせることは支持しない。 

 経済学者の宇沢弘文氏は，先日のブループラネット賞授賞式での話ですが，排出量取引

制度ほど京都会議の基本的な考え方の反社会性，非論理性を表すものはない。二酸化炭素

排出抑制のために何もせず，怠けに怠けてきた者が報われうんぬんということでございま

す。 

 あと，ノーベル経済学者のスティグリッツ氏でございますが，排出量の配分の公平性を

担保できないというそもそもの欠点ということと，投機による炭素価格の不安定化を招く

ということを指摘されております。 

 説明は以上でございます。 

【井手座長代理】 ありがとうございました。若干時間がございますので，会員の方から，

ただいまの資料の説明で追加的な説明等を要するものがあれば，御質問していただきたい

と思います。 

 では，岸井会員，どうぞ。 

【岸井会員】 法政大学の岸井でございます。資料をそろえていただきましていろいろ勉
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強になりますが，何点か御質問させていただきたいと思います。 

 最初に，それほど大きなことではないのかもしれませんが，３ページのＧＤＰ当たりの

ＣＯ₂排出量のデータを取っていただきまして，ここで日本と比較して，比較的日本に近い

というか，ＥＵ27 か国，米国，オーストラリアと並んでいますが，ＥＵ27 か国の後の方を

見ますと，東欧がかなり入っているので，言わば水増しされているというようなことを後

の方でおっしゃってデータを出されていますね。そうすると，これはやはり 27 か国ではな

くて，15 か国で比較しないと，データとして，一方で 15 か国の話をしていながら，他方

で 27 か国というのは分かりにくいので，ＥＵ15 か国だとどうなのか，ＧＤＰ当たりのＣ

Ｏ₂排出量がもし資料がありましたら教えていただければと思います。 

 次に，15 ページのところで，省エネ投資ということで３兆円，1.7 兆円ということで省

エネ投資で非常にお金を掛けてきたということをおっしゃっておられて，これは正にそう

だと思うのですけれども，当然省エネということになりますと，エネルギーのコストが削

減されますね。そうすると，これでかなりコスト削減による利益が上がっているはずなの

で，こちらの方も比較しないと，1.7 兆円とか３兆円を全部ただで使ったような，見返り

なく使ったように思われますけれども，実際にはこれでかなり効率化したり，生産効率が

上がったりして企業が利益を上げている面があるのではないか，あるいはコスト削減によ

るメリットがあるのではないかと思って，そちらの方もきちんと書いていただかないとデ

ータとしてバランスを欠くのかなと思いました。 

 排出量について，18 ページのところでお伺いします。5600 万トンの排出量を購入予定と

いうことで書いてあるのですが，これは，購入予定ということでこれだけのコスト負担に

なるというのですが，この増産による排出量負担コストをそのままみますと経常利益が全

部飛んでしまうような値になっています。これは，排出量の購入は予定しているけれども，

実際に全部購入するかどうかは分からないということでよろしいですね。 

 もう一つは，購入しても排出量というのは売ることもできますから，資産という面も持

っていると思います。これは，会計的にどのように扱うかという問題もありますけれども，

そうすると全部使わないとすると，結局どれくらい実際に購入した排出量を自らの生産の

ときの排出枠としてお使いになるのかという利用パーセンテージの予想みたいなものを出

していただかないと，全部これをコスト負担するのかなと思ってしまいますので，その辺

もお教えいただけたらと思います。 

 最後に，22 ページのところで，省エネポテンシャルということで，海外への技術移転の

ことをデータで示して非常に積極的に国際連携を推進するということですけれども，これ

は，私どもがいろいろと資料や調査報告で事務局で調べていただいたものだと，クレジッ

トというんですか，途上国にいろいろ援助して排出枠を言わばその代わりにもらえるとい

う制度があるということなので，こういう制度をどれだけ今まで利用してきたのか，これ

からそれをどれくらい利用するつもりなのかという，その辺のことも，もしお伺いできた

ら幸いに存じます。 
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 初歩的な質問もあったかもしれませんが，お答えいただければ幸いです。 

【井手座長代理】 ただいまの４点について，お答えできる範囲で。 

【日本鉄鋼連盟】 まず，ＥＵ15 のデータは，今手元に持っておりませんが，この出所が

明らかですので，これを見ていただければ分かると思います。ここで言いたいことは，国

ごとにはもちろんでこぼこがありますけれども，今の国際交渉はＥＵ15 からＥＵ27 に移っ

ております。 

 それを前提に考えませんと，ＥＵ15 で彼らは国際的な目標を発表しているわけではあり

ません。ＥＵ27 で今度はやりますので，そういう面があろうと思います。 

 ２点目の省エネについては，当然，省エネ投資についてはメリットがございます。ここ

では計算はしておりませんが，メリットはございますけれども，今どういう状態になって

いるかといいますと，オイルショックの当初あるいはそれ以降，当然メリットの高いもの

から実行してきたわけです。ところが，足元では，そもそも技術的に省エネがある程度見

込まれる案件そのものが少なくなってきておりますから，今後は非常に難しいと思ってい

ます。 

 一方で，省エネ投資と能力増資の投資等を考えた場合に，やはり中国等は能力が増えて

いますから，省エネ投資よりも当然メリットが大きいわけです。したがって，彼らは省エ

ネ投資をするよりも能力増資をしているという意味で，相対的な財務力全般といいますか，

その辺の力は相当影響が出てくると思います。メリットがあるのは当然でございます。 

 排出権につきまして，この排出権を購入予定と書いておりますのは，契約をした排出権

という意味でございます。排出権は毎年入ってきますので，一応翌年以降も含めて入って

くる排出権をここでは全部計上しております。 

 これはどの程度使うのかということですけれども，5600 万トンにつきましては，今，生

産状況が大きく変わっておりますけれども，昨年までのことを考えますと，省エネはもち

ろん行っていくわけですが，生産のレベルが高かったということもあって，目標を達成す

るためにはこの程度の排出権を買っておかないと達成できないという前提で買っておりま

す。 

 したがって，生産レベルが大きく変わりますと今後どうかということはもちろん分かり

ませんけれども，今までの判断としてはこの程度の排出権が必要だということでございま

す。 

 技術移転につきましては，技術移転でクレジットがもらえるというような言い方をされ

たと思いますけれども，我々はクレジットを当然買っておりますので，もらうわけではあ

りません。実際にいろいろな技術移転をしておりますけれども，クレジットとして登録さ

れたものというのは，今我々が行っている技術移転の中で国連に登録されたものは，たし

か３件程度しかございません。したがって，大半のものはクレジットということがなくて

も行っているということでございます。 

【井手座長代理】 よろしいですか。そのほか，何か質問はございますでしょうか。 
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【川島会員】 今のクレジットを買うための話ですけれども，18 ページに１トン増産する

当たり 5,000 円くらい掛かるだろうと，これは排出量取引をした場合の額としてみている

わけですが，クレジットを途上国から買うための努力として何か投資をする場合だと，同

じような額は幾らになるのかという質問です。これは計算可能でしょうか。 

【日本鉄鋼連盟】 通常は，我々が投資をしてクレジットが発生するということはありま

せんので，投資自身は向こうの会社がするわけです。製鉄業が省エネ設備を入れますと。

その投資は彼らが行う。ところが，投資に対するリターンが必ずしも高くないので，その

省エネになった一部を排出権として買ってもらえれば，投資効率が高くなって投資インセ

ンティブがあるというのがＣＤＭの考え方です。 

 したがって，御質問の意味がまだよく分かっていないのですが。 

【川島会員】 技術を提供するような形になるように理解していました。 

【日本鉄鋼連盟】 技術，設備そのものは，通常は向こうが買うと。ところが，自分たち

が金を払って投資して投資リターンを考えたときに，それでは投資するインセンティブは

十分働かない場合，省エネのＣＯ₂削減の一部をクレジットとして売れることによって，投

資が十分インセンティブのあるものになるということが一般的な考え方だと思います。多

分いろいろなケースがあって，丸抱えの設備投資を日本が行って，出てきた排出権という

ものを売ってメリットになるとか，そういったことももちろんあろうと思いますけれども，

我々が通常行っていますのは，我々がある技術あるいは設備を提供して，それは買ってい

ただいて，我々が排出権をもらうわけではなくて，お金を出して買っていると。 

【川島会員】 そうすると，ＣＤＭの場合も同じ額で買うということになりますか。 

【日本鉄鋼連盟】 それは寄与度や交渉力，あるいは貢献度によって当然その辺は変わっ

てくることはありますが，今のＣＤＭというのは，一般的に先進国と途上国のバイラテラ

ルでやっています。一方，省エネはメリットがあるので投資を自らしました，排出権が認

められた，それを先進国の皆さん買いませんかというユニラテラルなＣＤＭというものも

出ております。 

【井手座長代理】 よろしいですか。では，松村会員，どうぞ。 

【松村会員】 最後のところで，経済学者の発言を２つ引用されていますが，一応念のた

めに確認したいのですけれども，宇沢先生は確かに昔からトレーダブルパーミット反対と

いう意見を言っておられるので，このシステムからの発言だと思うのですが，宇沢先生の

持論は，炭素税を導入すべきであるというもので，しかも宇沢先生の場合には，先進国は

高い環境税を掛けるべきであるという非常にユニークな提案をされている。 

 それから，スティグリッツ教授の発言，この文章だけ見れば，トレーダブルパーミット

かカーボンタックスかどちらがいいのかというのに関して，トレーダブルバーミットのデ

メリットというのを説明しているような文章です。 

 やはりこういうものが出てきているということは，鉄鋼連盟様は基本的に排出量取引で

はなく，炭素税にすべきだというような強い主張があってこういうものを出されているの
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かということをお聞かせください。 

炭素税でもある意味負担がかかるのは同じことだと思うので，もし炭素税にも反対だと

するならば，この引用の仕方は若干アンフェア，我田引水だと思うのですが，いかがでし

ょうか。 

【日本鉄鋼連盟】 引用の仕方があやふやだとすれば誠に申し訳ないので，それは全文が

必要であれば掲載したいと思います。 

 考え方は，排出権取引については，我々は競争をゆがめると先ほどから説明してきたよ

うに，特に国内外の競争条件が随分変わりますので反対という立場です。 

 環境税につきましては，いい悪いということはコメントできませんけれども，やはり国

際的な競争条件が大きくゆがむということであれば問題かなと思っております。 

 以上です。 

【井手座長代理】 そのほかいかがですか。では，岸井会員，どうぞ。 

【岸井会員】 今おっしゃった国際的な競争条件というのを詳しくと言ったらおかしいで

すけれども，国際的競争条件がゆがむような制度は反対であるとおっしゃいました。いろ

いろなデータを私なりに突き詰めて考えていきますと，要するに日本の鉄鋼業あるいは日

本の産業は省エネ投資を今まで散々行って，世界の高水準にあるのだから，炭素税もそん

なにかけてもらっては困るし，ましてや排出量取引も要らないし，むしろ省エネ努力をし

ていない開発途上国がそういう効率化をしてＣＯ₂を削減していくのが筋であるという御

主張に聞こえてしまうのですけれども，国際的な競争条件をゆがめるという議論は，今言

ったような意味ではないわけですね。 

【日本鉄鋼連盟】 別に途上国にやれということを言っているわけではなくて，我々も当

然やりますけれども，技術的な削減ポテンシャルが非常に少なくなっているという実態と，

それ以上やるということになりますと，先ほども言いましたがＣＯ₂が出ないような製造法

にチャレンジするということになりますので，これは時間もコストも相当掛かります。そ

ういったことにちゃんと配慮したような政策がないと，我々がやろうと思っても，例えば

炭素税にしても排出権もそうですけれども，厳しいものを課されてもそれができるような

状況がまだない。もう十分なくなっているということですので，その余裕をどうやって持

つのかということが重要だと思っています。 

【岸井会員】 分かりました。 

【井手座長代理】 では，松村会員，どうぞ。 

【松村会員】 私が言うのも変ですが，完全に国際的にフェアな競争は，あらゆる環境税，

排出量取引，環境対策を排除するということではなく，実現可能性はともかく，最も理想

的な状況，世界全体で同じ炭素税が課されていて，その結果競争がゆがまない状況である

ならば，炭素税，排出量取引も受け入れる余地はあるということを含んでいるのだと思い

ます。あらゆる負担に反対だと言っているのではないと理解しています。 

【日本鉄鋼連盟】 ありがとうございます。例えば，石油危機で世界のエネルギーコスト
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が高まったみたいな状態であれば，それはもう当然ですよね。そういった意味も含めてサ

ポートをありがとうございます。 

【井手座長代理】 まだいろいろ御質問はあると思いますけれども，鉄鋼連盟さんには最

後まで席に着いていただけるということですので，また２番目の報告の後にでも，御質問

等がございましたらお願いします。 

 それでは，オブザーバーであります諸富徹先生から，初期配分方式の在り方と競争政策

の観点ということと，最近の欧州及びアメリカにおける排出量取引制度をめぐる議論の状

況ということで資料を用意していただいておりますので，大体 30 分以内で御説明をしてい

ただければと思いますので，よろしくお願いいたします。その後，御質問を受けたいと思

いますので，よろしくお願いいたします。 

【諸富先生】 京都大学の諸富です。よろしくお願いいたします。 

 今日は排出量取引制度が仮に入ったとして，その排出量取引制度が公正な競争条件を満

たすものかどうかという論点に関わって非常に重要だと思われる論点を御説明させていた

だき，それは必ずしもこれで行くべきだという形で意見が統一されていないケースが結構

ありますので，こういう場合とこういう場合がありますというような選択肢の形で提示さ

せていただいたものを後で先生方に御議論いただければと思います。 

 最初に１ページ目ですけれども，初期配分方式というものは，この制度がもし入るとす

れば決定的に影響を与えてくるわけでして，何もないところから一義的に市場を立ち上げ

るわけですから，それをどのように，いわゆる最初に財産権をどう付与するかというよう

なところに関わってくるわけですから，そこが非常に重要です。 

 そこで，大きな制度は幾つかもう既に世界的に，先生方も既に第１回の研究会もあった

ということですので御存じかと思いますが，ＥＵ－ＥＴＳのある欧州が一番大きいマーケ

ットなわけですけれども，既にアメリカでも東海岸北東部 10 州で，州レベルの排出量取引

制度がございます。これも御存じのように，連邦レベルでワクスマン・マーキー法案とい

うものが下院を通過いたしまして，現在，上院でケリー・ボクサー法案というものが審議

されているという状況です。あと，導入が最終案まで固まってきているのがオーストラリ

アとニュージーランドとなっております。 

 このような中で，我々にとって非常に重要な関心を持つのがＥＵ－ＥＴＳとアメリカと

いうことで，例えば，ＥＵ－ＥＴＳとアメリカの初期配分がどうなっているのかというこ

とで，９ページ以降は，参考資料として制度設計論の主要論点についてまとめたものでご

ざいます。この第３期ＥＵ－ＥＴＳというものが，ちょうど京都議定書の約束期間である

2012 年の後，2013 年以降 2020 年までの枠組みを決めているものです。これがこれから非

常に重要になってくるわけですけれども，いわゆるキャップといいまして，欧州全体の排

出総量がどう推移するかというと，2008 年－2012 年平均から毎年直線的に 1.74 パーセン

トずつ減少させていくという形で，年々キャップを縮小させていくという形になります。 

 初期配分方法で第１期と第２期はほとんどグランドファザリングが主体だったのが，基
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本的にはオークションに移行すると。とりわけ，発電，つまり電力部門については全量オ

ークションでいくということです。 

 その他の業種については，無償配分比率が最初８割と大きいわけですが，その後漸減し

ていき，2020 年の時点では基本的にゼロが原則であるということ。ただ，国際競争でリー

ケージ問題，つまり生産拠点の海外移転とかそういうことを比較されるおそれがあるセク

ターに関しては無償配分，ただし，これはベンチマークというもので行っていくというこ

とになります。 

 続きまして，10 ページ，下院を通過しましたワクスマン・マーキー法案がどのようなも

のかでございます。これは，キャップがまず米国全体の温室効果ガス排出量を 2005 年比で

順調にいきまして，2050 年には 83 パーセント削減するという絵を描いております。その

中で排出量取引の対象部門というものがあるわけですが，ここに関しましても 2050 年に

83 パーセント削減，10 ページの下にあるいろいろなカラーの付いた絵を見ていただきます

とイメージが分かるかと思います。 

 11 ページに別の絵がございますけれども，これはオークションで配分する比率と無償配

分されるものの比率とその推移が描かれているので，大体のイメージとしてお分かりかと

思います。 

 １ページ，こういう形で，最初はＥＵ－ＥＴＳが立ち上がった 2005 年当初から現在に至

るまで無償で配分していくという，しかもグランドファザリング方式ですから，歴史的な

過去の排出量をベースとして配分していくというのが主流だったのですが，それが大勢と

してはオークション方式に移行しつつあるということと，国際競争力上の問題が発生する

場合には無償配分を行うけれども，それはベンチマーク方式で行っていくということが１

つの流れとして出てきております。 

 ただ，今年の 10 月初旬から中旬にかけて欧米等の現状を調査してきたところですが，現

実には国際競争力上の問題というのはかなり懸念が大きく，ＥＵ－ＥＴＳの場合でも，１

ページの５）に書いてありますように，排出量ベースで約 95 パーセントが無償配分リスト

に挙がっているということでして，実質，電力セクターにオークションを掛けるけれども，

それ以外は相当程度無償配分が残っていく形になっております。 

 さて，ここから順次排出量取引制度における主要論点である初期配分方式の３つのタイ

プ，グランドファザリング，ベンチマーク，オークションについて競争政策上の観点に留

意しながら話をしてまいりたいと思います。 

 グランドファザリング方式は，非常に問題が多い制度だと言われ，ＥＵ－ＥＴＳに対す

る批判が最も集中しました。これは排出量取引制度そのものを批判する立場からだけでは

なくて，排出量取引制度がいいものだと，これを推進すべきだという観点からもグランド

ファザリングでは駄目だと，ベンチマークやオークションに移っていくべきだという議論

が行われた原因になったものです。 

なぜかというと，１つは初期努力といいまして，かなり早くから努力していた人たちに
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対する手当が付かない。つまり，例えば 2005 年から 2007 年というフェーズ１と期間にお

いては，2000 年から 2003 年を基準年としてとらえて，３年間平均の排出量が配分のベー

スになるわけです。そうすると，2000 年以前に行われた努力というものは考慮されないで

はないかという問題が起きてくるということになります。 

 もっとも，英国では，更にさかのぼって基準年を採ることで，ある程度初期配分努力に

ついては考慮したという言い方もしております。 

 基準年更新は，後でも何度か出てまいりますが独特の問題がございまして，環境政策上

の要請から，いったん配分した排出量が未来永劫私有財産として確定されるわけではない

ということです。つまり期限を区切りまして，期限が到来しましたら失効して，また新し

い期間が始まるともう一度配分し直すというやり方を採っていきます。こういうものを基

準年更新といいますけれども，そのたびに，例えば 2005 年から 2007 年であれば，基準年

として 2000 年から 2003 年を採ったわけです。そうしますと，その後，第２期，つまり 2008

年から 2010 年に配分する際にはベースが移動しまして，より最近の方に基準年が移動して

くるということです。例えば，2005 年から 2006 年，2008 年といった，より直近が採られ

る。 

 こういうことで順次更新されていくと何が起きるかといいますと，今の排出量が将来の

配分のベースになるということが分かっている状況下では，限界費用と排出枠価格が均等

化するところで排出量を決定することが費用最小化の観点から望ましい，経済学としても

それを費用最小化で期待しているわけですけれども，そういう行動を採るよりも，むしろ

将来の排出枠を確保しておきたいとか，自分は生産を拡大するかもしれないとか，仮に減

らして売ったとしても価格が低ければそんなに収益にならないとかいろいろ理由で，むし

ろ枠一杯に排出して将来の配分を確保したいといった行動が出てきてしまう。そういう行

動が起きてきたために，これが随分と批判されました。 

 ３番目，新規と既存の取扱いの公平性という問題がございます。これも常々出てくる論

点でありまして，既存企業に無償配分するのであれば，新規企業に対しても無償で配分し

なければ，新規と既存の取扱いが不公平になってしまう。そうすると，新規に対して無償

配分をしていくとどうなるかといいますと，新規というのは，全く新しい企業が参入する

場合と既存企業が新規施設を造る場合の両方が含まれるのですけれども，例えば，既存企

業が生産設備を拡張すればするほど新たに枠が配分されていくということになり，最初に

キャップを締めたはずなのにどんどん枠が膨張していくということで，ある一定の枠の中

で最適化を図るということができないのではないかという問題が起きてきます。 

 ４番目に，電力セクターのたなぼた利益というものがございます。グランドファザリン

グ方式ですから電力会社に対しても無償で配分されます。そうすると，確かに石炭火力に

ついては当然炭素価格が付くのですが，水力とか原子力については炭素排出に伴う費用が

掛からないため，電力会社に対して配分されたもののうち，水力とか原子力の分がまるっ

きり削減に関係なくたなぼた利益として転嫁してしまう，つまり，電力料金にコストを転
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嫁していくわけですね。その場合，転嫁した電力価格で得られた追加収益が，炭素価格の

上昇によって発生した費用上昇分よりも大きいという事態が起きたのです。これがいわゆ

るたなぼた利益です。  

 なぜこれが可能かというと，電力セクター特有の市場構造によるものなのですけれども，

これもまたグランドファザリング方式の悪しき結果であるということから相当批判が起き

まして，そこから基本的に，原則はオークション方式に移ることがベストであると。しか

し，そこへいきなり移ることは難しい，あるいは国際競争力上の観点から無償配分を継続

せざるを得ない，そういう中でベンチマーク方式というものが浮上してくるわけです。  

 次がベンチマーク方式ですけれども，１ページの下にありますように，ベンチマーク方

式は一応３つに区別することができます。  

 資料とは並び順が違いますが，生産量ベース，設備能力ベース，燃料種別・技術種別ベ

ースというものでございます。それぞれ特徴がございまして，最初にａ）として，生産量

ベースというものがあります。  

 生産量ベースにつきましては，詳しくは２ページを見ていただければと思います。生産

量にベンチマークとなるある種の排出係数を掛け合わせて，更にそのセクターに対するキ

ャップに合わせるための遵守率を掛ける。そうして算出されたものを配分量としましょう

というものでございます。  

 イメージは，２ページの真ん中辺りにございます図１を見ていただくと分かりやすいか

と思います。例えば，この横軸はそれぞれＩ１，Ｉ２，Ｉ３と，「Ｉ」はインスタレーショ

ンの略ですが，施設が順々に並んでおります。縦軸は生産１トン当たりのＣＯ₂トン，排出

量ですから，原単位といいますか，排出係数がとられています。その中で左は効率が良く

て，右にいけばいくほど効率が悪くなるというケースで，業種別平均として２トンのとこ

ろでベンチマークを設定する。それに基づいて一斉に配分したものが右側のアロケーショ

ンと書いてある図になります。こういう形で配分が行われました。そうすると，右と左で

何が起きるかというと，左の図では非常に効率が高かったＩ１とかＩ２は，自らの必要性，

つまり排出量を上回る枠配分を受けることができるため，余剰分は売却して収益を得られ

る。それに対して真ん中の２つは，自分の排出量に等しい枠をもらえて，プラスマイナス

ゼロ。これらに対して，右の２つは枠が足りないので他から買ってこなければいけない。

このような形で，原単位を下げて努力をしているところは報われ，そうでないところは厳

しい状況に陥ります。  

逆に言えば，こういう制度にすることによって，グランドファザリング方式の難しさで

あった初期努力に対して報いることができないという点は克服できます。もう一つは，原

単位競争を引き起こすことができる。ある種，原単位を改善していけば，それはより有利

な地位を占めることができることになります。こういったインセンティブが働くことがこ

のベンチマークの特徴でございます。  

 ところが，詳しい説明は省きますが，（２）の式を見ていただきますと，実はグランドフ
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ァザリング方式と同じことになっています。つまり，過去の生産量のデータを採って，そ

れに基づいてベンチマークを設定していくようなやり方を採ると，実は極めてグランドフ

ァザリング方式と似たようなやり方になりまして，先ほど説明しました，今の排出量が将

来の枠配分に影響を与えるという同じパターンがベンチマーク方式でも繰り返される可能

性があります。 

 そこで，そういった誤ったインセンティブを完全に消すために，設備能力ベースという

ものがございます。資料に書いてありますのは，例えば，２ページの下の（１）の式のよ

うなものは完全に標準化されたもので実施しよう，つまり，設備能力に対して標準化され

た操業率を掛け合わせ，更にベンチマークを掛けて遵守率を掛けるという方法です。もっ

とも，これは新規排出量に対してだけ適用されるべきで，過去のデータが既にある排出源

に対しては（２）式のような形で，操業率は一応過去のデータに基づいて決めるべきだと

いう考え方ももちろんございます。 

 ３ページ，上から４つ目の矢印になります。新規排出源と既存排出源に異なったルール

を適用すべきか否か。これは問題になる点でして，新規排出源は過去のデータがございま

せんから，ある種標準化された設備能力ベースで実施せざるを得ないというのが，これま

でＥＵ－ＥＴＳで行われてきた事例でございます。 

それに対して，既存の排出源は一応過去のデータがあるので，過去のデータに基づく設

備能力ベースか，過去の生産に基づく生産量ベースで実施すればいいのではないかという

考え方もございます。どうするのかということについて，ＥＵ－ＥＴＳは 2013 年から始ま

る第３期に欧州委員会として統一ルールを出すことになっております。そこでは来年末ま

でにルールを決めるということになっておりますので，そのうち欧州委員会の考え方が示

されることになるだろうと思います。 

 燃料種別ベースというのは，例えば，電力では，火力発電で石炭を使うのか石油を使う

のかというような違いを考慮しましょうというやり方でございます。 

 以上をまとめますと，３ページの下図のように，初期配分方式の体系のような形でいろ

いろなバリエーションが整理できるということになります。 

 ４ページは表１というものがございまして，これまで説明してまいりましたいろいろな

配分方式が一体どういう影響を与えるのかということです。○印は，その初期配分方式が

該当する負の影響を与える可能性があることを示しています。これは，ぱっと見ればすぐ

分かります。グランドファザリング方式はすべてに○印が付いております。それに対して

オークション方式はすべてに×印が付いております。 

 効率性への影響，排出係数ということでいえば，やはりグランドファザリング方式から

ベンチマーク方式へ移行すれば，先ほど説明いたしましたように効率性の高いものが報わ

れるということから，○印が外れて×印に変わっていくわけです。ベンチマーク方式に関

しましても，より一般的な設備能力ベースで設備能力だけを見て配分していく方式ですと，

ほとんどに×印が付き，若干設備更新への影響で旧設備をそのまま保持するというインセ
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ンティブだけが働いてしまうけれども，ほかはそういう誤ったインセンティブが働かない。 

 ところが，設備能力でも，例えば細かく種別を見ていきましょうとか，燃料が異なれば

異なった事情をそれぞれ考慮していきましょうという燃料・技術種別という形で細かく区

分けをして，それぞれに対して手当をしていくような配分方式を採用しますと，やはりよ

り効率の良いものへ転換するインセンティブが消えていくというようなことが，ここで説

明されているものです。 

 ３）のベンチマーク水準の決定。以上でいろいろなタイプのベンチマークをしてきたわ

けですが，そもそもベンチマークの水準をどう決定するかという問題がございます。 

 １つ考えられるのは技術ベースで，最良技術というものです。Best Available Technology

（ＢＡＴ）というものに基づいて決定する，あるいはｂとしまして，日本あるいは世界の

効率性基準からいって，上位のＸパーセント，これは 10 パーセントであったり 25 パーセ

ントであったり，平均でもいいのですけれども，基準を置くというやり方がございます。 

 技術ベースに基づくベンチマークの定義は（３）のように書かれております。これは第

１段階としまして，図３というのが，申し訳ございません，私の貼り付けた図が間違って

いて，これは私が説明したものの逆をやる図がここに載ってしまいまして申し訳ないんで

すが，黒の棒が現在の排出量だとお考えください。それにベンチマーク，この図では上の

方に黒い棒よりも上にＢＭ１，ＢＭ２と書いてありますが，これはベンチマークを緩い方

に設定するケース，つまりＩ４のところの水準にベンチマークを決めるようなケースです。 

 最良の技術でやる場合には，Ｉ１の高さのところの技術を標準とし，Ｉ２，Ｉ３，Ｉ４，

Ｉ５に対してより棒の真ん中より上の辺りにそれぞれベンチマークを設定していくような

ケースになります。 

 それに基づいて，ステップ２という真ん中のところでは，いったんベンチマークは厳し

い技術を全部入れていったと仮定して配分しましょうと。そうすると，最良技術を入れた

と仮定して配分するわけですから，相当配分量が少なくなります。このセクターそのもの

に設定されたキャップに比べると，実際に最良技術に基づいて配分された配分量というも

ののトータルは過少になる可能性がございますので，最後にステップ３でキャップに合わ

せるようにアップスケーリングするというように割増をするのです。例えば，10 パーセン

トずつという形です。ここではダウンスケーリングになって反対の話になってしまってい

るわけですが，アップスケーリングをするというようなプロセスをとるというのが最良技

術を適用する場合のイメージになります。 

 これの問題というのがございまして，Regulatory Capture という言葉をここに書いてお

りますが，やはり技術を完全に理解して，何が最良技術なのかとか，それをどう適用して

いくのが公平なのかということを，技術についての情報を完全に把握していない規制当局

が行うというのは，実は非常に難しいという問題がございます。 

 ヨーロッパの人や各国の人たちと議論してきて，結局ここに立ち入らない方がいいので

はないかと，望ましいのは５ページの図のすぐ下辺りに矢印が３つほど並んでいますが，
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その３つ目，ＥＵ－ＥＴＳでは結局上位 10 パーセントという形で技術には立ち入らず，相

対比較で上から10 パーセントの水準にベンチマークを設定するというようなところを選択

していったわけです。その背後にある考え方というのは，今お話ししたようなことが一つ

と，もう一つは，お話ししましたように 95 パーセントが無償配分対象として上がってくる

ような状況において，できる限り無償配分で配分する量を減らしたいということがありま

す。そのためにできる限り厳しいベンチマークを設定し，無償配分されるべき枠を抑制し

たいというのが彼らの背後にある問題意識であります。以上がベンチマーク方式です。 

 残りは時間が少なくなってまいりましたので，若干急いで話をしていきます。 

 オークション方式については，図４のような形でいろいろなタイプがございます。結論

からいいますと，競り上げ入札というものは，ＵＫ－ＥＴＳで使われたことがあるのです

が，現在の排出量取引では使われなくなっています。 

 封印入札が一般的で，３つ並べておりますが，均一価格方式がほぼ現在における標準に

なり，フェーズ２に入りまして各国で既にオークションが始まっておりますが，ほぼ均一

価格方式であり，アメリカでもこれでいく，ＲＧＧＩもこれであるということになってお

ります。 

 封印入札というのは図５を見ていただくのが分かりやすいと思うのですけれども，６ペ

ージ，こういう形で札を入れて，それぞれ自分がこの価格ならばどれだけ欲しいという需

要曲線を各自が書いて入札をするということで，図５の右にありますように，そういった

需要曲線を全部横に足し合わせて需要曲線を書いて，ちょうどＳがコントロールされたキ

ャップですので，キャップの量が縦に垂直に立つ供給曲線になりますから，この需要曲線

と供給曲線が交差する点でＰ
*
という価格が決まります。この価格以上の値を付けたところ

が落札できましたという話になります。 

 このクリアリングプライスであるＰ
*
が皆の払う価格なので，これが均一価格と呼ばれる

ゆえんです。差別価格になると，自分が付けた値で払わなければならないということにな

ります。 

 非常に面白いといいますか，理論的に素晴らしいと言われているのは，[３]のヴィッカ

リー方式というものです。 

 まず，だれが落札するかは，封印入札と同じように決めます。図５のようなやり方で落

札者を先に決めます。その後，７ページの図６のような形で，これは落札した人の需要曲

線になるのです。右下がりに需要曲線が描かれています。この人にどういう落札額を決め

るのかというやり方なのですけれども，これでいいますとＬＭが落札した人の落札量であ

りまして，こういう値付けをしていたということなのです。ＭＤは何かというと，自分以

外の入札の人たちの落札できなかった枠に対する値付けがＭＤなんです。 

 これはちょうどＭｑという垂直の線を軸として左に折り返して描いたのがＮＭといいま

すか，右上がりの残余供給曲線と書かれたものです。要は，この値付けで支払わせるとい

うのがヴィッカリー方式の特徴です。 
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 つまり，自分の値付けと実際に払わなければいけない額が分離される。人が付けた値で

自分が最終的に払うことになる。つまり，自分がどう価格を操作しようが，自分が実際に

払う額には影響しない。そこで価格操作への誘引とかが消されるという形になります。で

すから，正直に表明しておくことが正しい戦略だというのがヴィッカリー方式になります。

これは一番効率的と言われているのですが，実際には，排出量取引の世界では全く使われ

ておりません。 

 さて，オークション方式の制度設計ということで，最後のところにまいりますけれども，

これの先鞭をつけたのが実は地域温室効果ガス・イニシアティブ，これは英語で Regional 

Green House Gas Initiative になるので，ＲＧＧＩ，レッジとアメリカ人は呼びますけれ

ども，このＲＧＧＩが 10 州ほどあるのですが，少なくともそのうち５州が全量オークショ

ンで排出枠を配分しました。 

 この検討プロセスの中でこれは非常に大きな影響を与えまして，まず，連邦政府にもオ

ークション方式への移行という意味で影響を与えましたし，ＥＵ－ＥＴＳにも影響を与え

ました。そういう意味では非常に重要だったのですが，オークションデザインの研究の中

で，２番目の矢印のところにあります１から７のような基準がこれからオークションに当

たり非常に重要だということでございまして，さらに実験経済学を用いて，相対的にどれ

が望ましいかという研究が行われております。 

 その結果からいっても，均一価格方式に基づく封印入札が最も望ましい性質を持つとい

うことが明らかになったといわれています。 

 何よりも均一価格方式は分かりやすい，値付けと自分が実際に払わなければならない価

格という点でも分かりやすいということ，価格発見機能の点でも望ましいと言われており

ます。 

 ８ページ，ＥＵ－ＥＴＳの場合でも同様に検討が行われまして，８ページの真ん中辺り，

ｂ）でＥＵ－ＥＴＳの場合という節を設けておりますが，そこの真ん中辺りに３）と書か

れておりますように，ベンチマーク方式にもなお残る問題を解消できる唯一の方法として，

オークション方式がいいのだということです。 

 オークション方式の利点として，やはり既存排出源と新規排出源をどう扱うのかという

論点を何度か述べましたが，これを一切考えなくてよくなるというのがオークション方式

の１つの利点でございます。 

 たなぼた利益も消えてしまう。ある種最初から全量オークションをしてそれを転嫁する

わけですから，プラスマイナスゼロで電力会社の手元には何も残らないということになり

ます。そういう利点のためにオークション方式に移行するべきということがほぼ合意され

ているということになります。 

 彼らの提案の要点という矢印のところで，最終的な提案として幾つか書かれてあるうち

の４），比較的頻繁にオークションが実施されるべきだということもよくいわれるようにな

ってきております。 
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 実際にセカンダリーマーケット，つまり，彼らは既にＥＵ－ＥＴＳのマーケットを持っ

ていますから，これから彼らはオークションを始めるわけですけれども，こういうセカン

ダリーマーケットがあることで，発行市場であるオークションのところで価格発見機能が

重要な役割を果たすかというと，もう既に流通市場ができているので，そういう意味では

オークションだけで価格を発見していかなければいけないということはないということも

ございますし，１回の市場でマニピュレートする意味を失わせるためにも，頻繁にオーク

ションを実施していくことがいいのだという結論が出されております。 

 以上，ざっとですが，お時間を過ぎましたので，主要な論点ということで排出量取引の

初期配分の方法と競争政策上の重要論点になると思われる点に限って話をさせていただき

ました。 

 どうもありがとうございました。 

【井手座長代理】 ありがとうございました。それでは，ただいまの諸富先生の御説明に

ついて，何か御質問はございますか。 

 では，山内会員，どうぞ。 

【山内会員】 すみません。先に失礼するので発言させていただきますけれども，２点お

伺いいたします。 

 先ほどのベンチマーク方式のところで，最良技術を定義することの難しさということで，

５ページで Regulatory Capture の話をされたのですけれども，確かにそういうことはある

のかなと思うのですが，先ほどおっしゃったようにヨーロッパでこういう問題はかなり提

起されているという理解でいいのですか。 

【諸富先生】 まだ実際にそういうことが起きたというわけではないです。 

【山内会員】 想定上，そういうことがあるのではないかと。 

【諸富先生】 あるのではないかという懸念があります。 

【山内会員】 情報が非対称だから，capture されてしまうのだということですか。 

【諸富先生】 はい。 

【山内会員】 なるほど。ただ，何となく日本などの状況をみていると，こう言ってはな

んだけれども，非常に詳細な技術情報であればその懸念はあるかもしれないが，こういう

ベンチマークを作る段階での情報であれば，比較的第三者的に情報が共有できるのではな

いかなと印象を持ったものですから。それがまず１点目です。 

 もう１点は，オークション方式は電波の周波数帯割当てが非常に有名で，大変なことが

結構起こっていて，情報の非対称だと思うのですけれども，おっしゃったように排出量の

ケースだと既にセカンダリーマーケットがあるからそこで情報があると。そうすると，値

付けなども情報という面ではそれほど心配しなくてもいいという御指摘ですか。 

【諸富先生】 そうです。 

【山内会員】 それで現実に動くのかどうかという確証みたいなものを伺いたいです。 

【諸富先生】 私も確証はないですけれども，今回時間の制限もあって余り深くは突っ込
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めなかったのですが，既に実施しているＲＧＧＩ，アメリカの州のところとか，イギリス

も既に始めているのですけれども，そういったところでこれを聞いても特にそういう問題

が起きていない，成功裏に終わって今このようなところを進んでいますという話でした。 

【山内会員】 先ほどおっしゃったように，グランドファザリング方式とかを採用して出

発点がゆがんだりして，そのゆがんだ情報なのかなという，理屈の上ではそう思うのです

が，その辺はいかがですか。 

【諸富先生】 ですから，既に流通市場で形成されている価格が本当に正しい情報かとい

う問題はあると思うのです。しかし，発行市場だけれども，一発勝負ですべてを決めなけ

ればならない，すべてをそこで発見しなければならないというわけではなくて，参照基準

がほかにもあるということは，問題を緩和するのかなと思っているということです。 

【山内会員】 ありがとうございます。 

【井手座長代理】 下村会員，どうぞ。 

【下村会員】 ７ページの Sealed-bid Auction，均一価格に基づく封印入札が最も望まし

い性質を持つことが実験経済学で明らかになった，そういう御紹介をされたのですけれど

も，この望ましい性質というのは，下に書いている情報面からの望ましさという理解でよ

ろしいですか。 

【諸富先生】 はい。私もこのレポートを全部精読したわけではございませんので結論だ

けを述べているのですけれども，恐らく２番目に書いてあるところで実験参加者にとって

オークションのプロセスだとかどういう形で価格が決まって，自分が評価していたものに

近い落札額になったとか，そういう辺りが多分望ましい性質ということ，あるいは欲しい

必要量を購入できる傾向と書いてあるのですけれども，そういう結果が出てきたというこ

とだと思うのです。 

【下村会員】 私が気になったのは，資源配分の効率性，効率的な価格という意味でした

ら，恐らくここに実験と書いてありますので，実験を繰り返すにつれてそういう効率的な

価格に近づく傾向が観察されたのではないかと思ったのです。 

 もしそうだとすると，それでもってこの競り上げ方式と比べるというのは少し慎重にな

らなければいけないと思いまして，というのは，実際，本当に排出量取引で Sealed-bid 

Auction を行うとしたら，１日で行うわけではないですね。いろいろな状況が変わってき

て，それで何回も繰り返すということはどういうことかというと，実験の場合，合理的な

価格に近づくというのは全部動かない状態ですね。ところが，実際 Sealed-bid Auction

を行っている間というのはいろいろな状況が生じますので，そういう傾向が実験の非常に

理想的な状況で観察されたということで競り上げと比べて優劣を考えるというのは少し慎

重にすべきではないかと思いました。 

【諸富先生】 分かりました。 

【井手座長代理】 そのほかいかがでしょうか。岸井会員，どうぞ。 

【岸井会員】 初歩的な質問ですが，２ページのところのベンチマーク方式ですけれども，
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設備能力ベースで行うというお考えを提案されているのですが，ここで設備能力に標準化

された操業率を掛けるということが書いてあります。これはやり方がどうなるのか分から

ないのですけれども，通常は，前も私は生産量のところでもそういう可能性を言って，言

わば想定上の可能性にすぎないのかもしれませんけれども，例えば予測生産量などをベー

スにすると事業者間でそれが予測可能になるわけですね。  

 操業率というのは，いわゆる生産量カルテルをするときは一番使いやすいので，一番よ

く使う。つまり，カルテルでこれが分かれば，いちいち生産量を計算しなくても操業率が

お互いどれくらいになっているかということで合わせれば，生産数量制限というのは非常

に容易に行われるのです。だから，ある意味で操業率というのは標準化したまま出してし

まうと，これが実際の生産より高ければいいのですけれども，需要の関係とか産業の変化

で例えば一定の水準が出ていて，それに大体合わせるといいというようなことになると，

いわゆる協調行動になる。操業率というのは非常に使いやすいので，標準化してこれを使

ってしまうと大丈夫なのかなというのは法律の話で気になったものですから。  

【諸富先生】 欧州委員会が最終的にどういう形を採用することになるのかはまだ決まっ

ていません。いろいろな議論がなされています。その中で，この（１）の式のようなもの

は結構支持が高いです。  

なぜなのかということですが，それが随分重点的に説明を申し上げましたアップデーテ

ィングという基準年更新に伴う問題で，よほどそれが効いているのかなと。この問題が論

争に影を落としていて，過去データを使って，いったん使った過去データをずっと引っ張

っていくのであれば問題ないのですけれども，それを期限が切れたごとに更新していくい

とうことで前の期のものが次の期につながっていくという下では，過去データ，例えば（２）

の式などは操業率なども過去のものを使うことが想定できるのですけれども，そうすると

過去の操業率，つまり現在の操業率の水準が将来の配分に影響を与えていくということが

想定されながら行動していくということになりますので，そういうものが良くない影響を

与えないかという懸念から，動かせない，そういう意味での操作ができないインセンティ

ブが（１）の式にはあるということです。  

【岸井会員】 分かりました。  

【井手座長代理】 では，松村会員，どうぞ。  

【松村会員】 セカンドプライスオークションが効率的で，そうでない普通のオークショ

ンは非効率的だというのは，恐らくウィリングネストゥペイの高い人ではなく低い人が間

違って落札してしまう可能性があるからだと思います。  

 排出量市場では，セカンダリーマーケットは当然考えられるわけで，仮に買い損ねても

その後幾らでも買える状況が出てくるわけです。つまり流通マーケットの高い流動性が予

想されるわけです。だから，本来的には排出量取引は電波とかなり異なっていて，そのよ

うな懸念，それによるロスは想定しにくい市場なので，そもそもセカンドプライスオーク

ションが考えられていないのではないかと推察します。したがって，経済学的にはセカン
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ドプライスオークションがいいのに導入されていないというよりも，当然の選択の結果そ

うなったと理解しています。この議論どこか変でしょうか。  

【諸富先生】 そうかもしれません。ですから，セカンダリーマーケットの関係というの

は，常にオークション方式を巡る議論には出てきます。セカンダリーマーケットが存在し

ているために，こういうことをやるべきだ，やらなくていいのだという議論が頻繁に出て

きますので，セカンダリーマーケットが既に存在しているということがどういうオークシ

ョンを選ぶかに影響を与えることは間違いないと思います。  

 私の説明の中で混同していまして，今日，御説明した議論の中で，例えばＲＧＧＩの枠

内でオークションを始める場合にどうするかという議論をある部分で紹介していて，その

場合，アメリカで連邦レベルでも州レベルでもほかに何も参照価格がない中で，もちろん，

ＥＵ－ＥＴＳの存在は知られていたんですが，アメリカではそこに何もない状態で初めて

ＣＯ₂に関してオークションを開始するという中で，一応実験経済学で検証してみて，最も

パフォーマンスがいいものを選びましたというようなところからきている議論を紹介させ

ていただきました。  

 ＥＵ－ＥＴＳの場合には，松村先生のおっしゃるとおりで，セカンダリーマーケットの

関係で議論が決していったという部分が大きかったと思います。  

【井手座長代理】 こういうオークションというものをずっと繰り返しやっていると，結

局は市場メカニズムを通じて，いわゆる炭素税の適正な水準というものが出てくるという

理解でよろしいのですか。  

【諸富先生】 何をもって炭素税の適切な水準というかは難しいですけれども，正確には，

外部費用というのを計るのであればピグーの考え方に基づいて最適汚染水準というのを決

定すればいいわけですけれども，それはなかなか難しい中で，事実上，価格を決定するの

は，恐らくいかにキャップを決定するかということになると思うのです。  

 ですので，そのキャップが小さくなれば，絞り込まれれば価格は高くなりますし，逆に

なれば逆ということだと思うのです。  

【井手座長代理】 諸富先生に対する質疑というのはまだいろいろあると思いますが，一

応事務局で前回お示しいただいた論点について若干修正等をされているかと思いますので，

その点を簡単にお伺いした後，オブザーバーの先生や日本鉄鋼連盟の方も含めて全体を通

じて質問を受けるという形にしたいと思います。それでは，よろしくお願いします。  

【吉野会員】 細かい話ですが，ＥＵ－ＥＴＳの場合，毎週オークションを行うのが望ま

しいというのは，現実には可能ですか。  

【諸富先生】 私は可能だと言えるほど彼らの事情をよく分かっていないのですけれども，

議論としては毎月でも頻度が少ないぐらいで，少なくとも月に１回，望ましいのは週１回

あるいは隔週ぐらいの頻度にすべきだろうという主旨の言及は各所でなされています。  

【井手座長代理】 それでは，事務局から。  

【藤本調整課長】 参考の論点ペーパーですけれども，全体的に文言を整理させていただ
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いたことと，３点，前回から修正しております。  

 まず１点目が，１の「（２）ベンチマーク方式の場合」というところの，ページ数でいう

と２ページ目になりますけれども，２つ目の段落として，先ほど岸井先生から御指摘があ

りました予想生産量の話でございますが，その話について新たな段落を加えております。  

２点目は２の（２）というところで，以前の論点ペーパーでは新規参入事業者への割当

てで有償の割当てとして，オークション方式で行う場合について，新規参入者に配慮をと

いう考え方がありましたけれども，これは松村先生からかなり特殊なケースだという御指

摘がありましたので，その項目は削除しております。  

 最後でございますが，４ページの一番下のところでございます。これは，前回の諸富先

生から提出されたペーパーに基づきまして，（７）として透明性及び公平性の確保という項

目を新たに付け加えております。  

 以上でございます。  

【井手座長代理】 それでは，ただいま事務局から資料の説明がございましたけれども，

論点は，先ほどの諸富先生の報告とも大いに関わってくることですので，この点について

質疑応答というか議論をお願いします。いかがでしょうか。  

【日本鉄鋼連盟】 私も発言してよろしいですか。  

【井手座長代理】 どうぞ。  

【日本鉄鋼連盟】 １ページ目の下の方に，ベンチマークの場合，排出原単位の概念が明

確な業種もあればそうでない業種もあると，多分鉄鋼業というのは，明確な業種だという

イメージで書かれていると思うのですけれども，いわゆる効率指標というのは，生産規模

でありますとか，どういった品種を造るのかとか，工場の構成が場合によってはコークス

工場が外に出ていて，それをカウントするときにバウンダリーが違うだとか，当然いろい

ろあるわけですね。  

したがって，単純に原単位だから比較できるということは相当違っていまして，効率が

良ければ原単位が良くなる，それは当然ですけれども，では会社間でそういった条件が違

うものを比べたらどちらの優劣がすぐ出るかというと非常に難しい問題があろうと思いま

す。  

 例えば，省エネ法で今業種ごとにベンチマーク指標を作ろうということで今年から始ま

っているわけですけれども，作った指標が規制的な形で使えるかというとなかなか難しい

という話になりまして，あくまでも参考指標として鉄鋼業の高炉ではこういった指標が平

均値であるとか，トップの点であるとか，そういった指標としては出ていますけれども，

今その数字よりも悪いから効率が悪いという決め付け方というのは非常に難しいというこ

とではないかなと思います。  

 これに関連して，技術を特定するのは非常に難しいという話がありましたけれども，逆

に日本みたいにいろいろな技術が進んでいるところについては，その方が容易かどうかは

別ですけれども，そういった技術を明確にしながら，あるいは開発手法を明確にしながら
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実施していくということは非常に意味があると思います。  

 だから，単純に総量だとか原単位だとかで効率比較を行うことが妥当かどうかについて

は，状況に応じてよく考えなければいけないのではないかと思っています。  

【井手座長代理】 ありがとうございました。そのほか，ありますか。  

 では，岸井会員，どうぞ。  

【岸井会員】 今いろいろお話しいただきまして，原単位とかの計測が難しいということ

ですけれども，非常に率直にお聞きしますが，例えば，こういう排出量取引制度というの

を導入していく場合，新日鐵あるいは日本鉄鋼連盟としては，先ほどいろいろ国際的な競

争条件とかイコールフッティングみたいなことをおっしゃっていましたけれども，どうい

うやり方だったら受け入れられるか。いきなりこういうことを聞いてもすぐには答えられ

ないかもしれませんけれども，先ほどの話ではこういう取組にもちろん反対するわけでは

ないと，取り組んでいきたいということでしたので，どうお考えなのか。  

 例えば，そもそも排出量取引制度というのは反対なのか，別のやり方を採用した方がい

いとお考えなのか，国際的にこういう仕組みが導入されてきているので，やるのだったら

こういうやり方がいいと考えているのか，お考えになっている範囲で構わないですけれど

も，お伺いできたらと思います。  

【日本鉄鋼連盟】 先ほど，排出権取引は反対ですと申し上げましたので，どういうやり

方がいいという考えについては特にありません。  

【岸井会員】 そうすると，排出量取引に代わるやり方としては，どういうやり方を。  

【日本鉄鋼連盟】 先ほども言いましたように，やはりどういう技術が今あって，そうい

う最良技術についてどのように導入促進ができるのかでありますとか，どういう技術をこ

れから開発していくのかということについて十分議論し，促進できるような仕組みを考え

ていくということだろうと思います。  

 排出権取引がそれに資するとはとても思えませんので，そういったいろいろな政策の組

合せになると思うのですけれども，単純に排出権取引で経済的なインセンティブがあるか

らできるということではないと我々は思っています。  

【岸井会員】 そうすると，そのイメージをいろいろ組み合わせていくというのは，確か

に排出量取引もこれだけでやるというものではないですからそのとおりですけれども，具

体的に，例えば，削減目標みたいな１つの目標を，国ごとに，国際条約などで守らざるを

得ないと，政府が出した目標がいいのかどうかという問題がありますけれども，やはり何

らかの目標を出さざるを得ないですね。そこまではよろしいわけですね。  

 そうすると，それを達成しなければならないわけですね。そのための方策として，排出

量取引というのは，取引の枠というのをはっきり決めてやりとりするようにすれば，その

範囲内に収まるということが非常に確実に，言わば目標を達成できる方式だと考えている

のです。  

 ところが，いろいろ組み合わせるというのは確かにそうですけれども，では確実に具体
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的にどうやってやるのかというところがどうもはっきり分からないので，その代替策とい

ったらなんですけれども，国際的にも確実に目標を達成しながらやっていこうと，今まで

は目標値がありながらも減らすはずが，逆に増えてしまったりということがあったわけで

すから，そういうことを２度と繰り返すことはできないと思うわけで，その中でどのよう

にお考えなのかということを，お考えの範囲で構わないので。  

【日本鉄鋼連盟】 非常に難しい質問だと思います。今，言われた排出権取引を入れれば

目標が達成できるということは，まず本当でしょうかという疑問があるわけです。今，達

成できているように見えるのは，海外から買ってくるというバッファー機能があるからで

きているだけであって，別に排出権取引をするとしても，経済活動に制限を加えるという

ことまでしない限りはできないと思うのです。だから，排出権取引があるからできるとい

うこと自身が間違っていると思います。  

 置かれた状況をよく考えなければいけないと思うので，私が申し上げているのは，日本

の省エネがかなり進んでいる状態において，あるいは国内の同じ産業の中の企業間，産業

を越えてもエネルギーの効率格差がすごくあるということであればいろいろなやり方があ

るかもしれませんけれども，日本では，そういう場面が少ないと考えれば，どういう技術

を開発し，それを業界内にどのように普及していくかという具体的な施策につながるよう

なことを考えないといけないと思います。また，排出権取引は削減が効率的に達成できる

という言い方がありますが，日本だと海外から買ってくることが，最も効率的になるわけ

です。そうすると，日本での削減が進まないと思うので，やはりそういうことではなくて，

どういう技術で下げていくのかということを極めていくしかないのではないかなという気

がしています。  

【岸井会員】 私の誤解かもしれないですけれども，排出量取引というのは日本の国内だ

けではなくて，やはりグローバルなレベルで全体としていかに効率的にＣＯ₂を削減できる

かという制度だと理解しています。  

 ですから，日本が排出枠を買うこともその意味ではグローバルな排出量の削減に間接的

な形で貢献しているわけで，全体としてとらえて考えているということになるのではない

でしょうか。  

 そこが国内だけではない制度として私は理解していたものですから，もちろん，国内で

のいろいろなやりくりもありますけれども，その辺が私の誤解なのかもしれませんが，排

出枠の取引の制度が効果がないというような言い方をされていることがよく分からなくて，

そこら辺をもう少し御説明いただけたらと思うのです。効果がないというのではないので

すね。  

【日本鉄鋼連盟】 別に効果がないと言ったわけではないですけれども，結果的にはそう

なっているということはあると思います。今の日本の状態からすれば外から買ってくると

いうことになるわけです。効率はどこがいいかというと，日本の削減コストが高いとすれ

ば外から買ってくるわけで，そうすると日本の産業のありようにも多分に関係してきて，
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日本の産業が外から排出権を買ってくるということでコストが均等化するまでやるかどう

か別ですけれども，やはり次の技術をどうやって開発していくのかという方向に向けなけ

ればいけないと思うのです。 

 だから，国際交渉上高い目標を掲げるといった話とは別にして，やはり国内できっちり

下げていく，あるいは技術を極めていくという施策を行うときに，排出権取引というもの

がそれを促進するということになるのか，逆に外から買ってくるということによってある

種逃げ手になってしまうみたいなことになるのか，そういったことも考えなければいけな

いような気がしています。 

【岸井会員】 私の理解が不正確ですけれども，要するに技術革新を行う投資は日本では

非常に高いから，排出枠を買った方が得であると。だから，日本のＣＯ₂削減の実質的な技

術革新投資は進まないという御議論と理解してよろしいのですか。 

【日本鉄鋼連盟】 そのように確実に言えるかどうか分かりませんが，排出権取引が最も

効率的な仕組みであるともし考えられているのだとすれば，日本は自ら技術開発をするよ

りも，海外から枠を買ってくるということに流れやすいと言っているだけで，技術革新そ

のものが進まないかどうかというのはまた別のこともあろうとは思います。 

【岸井会員】 いろいろ組み合わせるということをおっしゃって，私もそうだと思うので，

その辺は技術革新に関する日本での投資コストと排出枠を買った場合にどれだけ得かとい

うことの比較をしながら議論しないと，一概に言えないのではないですか。 

 それを最初から効果がないのではないかという形で言うと，もう少しその辺のデータを，

例えば投資をこういう形で行ってこれだけコストが掛かって，排出枠を買った場合はこれ

だけ得で，とても新規投資はできないというか，そういうインセンティブが働かないみた

いなことを説明していただかないと，今の制度の導入の議論が出ているわけですから，そ

ういう形で議論していただきたいという要望です。聞いていただければ構いません。 

【日本鉄鋼連盟】 当然そういう議論は必要だと思いますけれども，先ほど私が説明した

資料にもあるように，国別の限界削減費用に相当格差がある，しかも欧米では 60 ドルぐら

いのものが日本ではその７倍とか，そういうふうになっているという事実はあるわけです

ので，全体感としてはそういったことからも分かるのではないかと思います。 

【岸井会員】 繰り返しになるようですけれども，それはいろいろ競争条件の不均衡みた

いなものがあって，先ほど諸富先生も，ＥＵでもその辺についての一定の手当をするよう

なことを聞いたのですが，そういうことで対応できる問題もあると思うのです。 

 ですから，限界削減費用の問題だけで排出量取引自体に反対であるとはっきり断言でき

るのかなと。もう少しいろいろなやり方もあるとか，こういう是正策もあるみたいなこと

を踏まえながら，我々もそういう形で議論したいので，そういう形のデータとかは出しに

くいものもあるかもしれませんけれども，これからも議論できたらと思っております。よ

ろしくお願いいたします。 

【井手座長代理】 排出量取引という経済的手法を使っていったときに，今いろいろな産
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業で技術革新をしてＣＯ₂を削減するような，どういう取組をすれば削減できるのかという

ことが大事だというのはよく分かりますし，岸井先生が言われているようなことも確かに

あると思います。そのときにそういう取組によって企業が報われるか報われないかという

ところが排出量取引制度であれば経済的手法ですから，ある程度頑張った人は報われる，

頑張らない人はある意味ペナルティーみたいな形で望ましい水準のところに落ち着かせる

ということが目的なので，制度そのものが競争政策上どういう問題が考えられるかという

ことで，事務局から第１回目，第２回目と資料を出していただいたところです。  

 これは非常に限られた時間の中で，第３回目には報告書をまとめなければいけないとい

うことをある程度想定しておりますので，できれば今日，論点のところについてもう少し

この点をとか，いろいろな議論があるかと思いますし，諸富先生にも今日初めて御出席い

ただいておりますので，その辺で忌憚のない意見を聞かせていただきたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。  

【諸富先生】 追加的なコメントとしましては，どういう形で配分していくかというとき

のすごく大きな原理原則に関することでどういう立場を採るかですけれども，ニーズとい

う言葉をここで使いますが，これは現行で排出をしている水準に対してどれだけ排出枠が

配分されてくるかということです。排出に対してちょうど満たすように排出枠が配分され

ればニーズを満たしてくれたということになるわけですが，むしろニーズに対する補償と

いう考え方で枠配分を考えていくのか，それともそういうものではなくて，ある種標準化

されたものに基づいて排出枠を配分し，効率性をどんどん改善してもらうようなメカニズ

ムが内蔵されたルールとして配分を設定していくのか，これはベンチマークのことが念頭

にあるのですが，このようなことによって随分と考え方が変わってまいります。  

 同じベンチマークという名の下に配分するにしても，私の資料でいえば表１のところで

示しましたように，例えば燃料種別が違う，この人は石炭を使っているから非常に大変で

あるということだから，燃料種別に分けた上で石炭の人には多めに配分してあげるという

ことが公平だという考え方に基づけば，種別という考え方につながっていきます。それは

ニーズを満たすという精神に基づいていけばそういう考え方になっていきます。  

 ところが，そうやって小分けをしていきますと，結局石炭から石油あるいは天然ガスと

か，そういう燃料転換をして少しでも炭素含有量の少ないものに転換しようというインセ

ンティブが消えることになってしまいます。ですから，少しでも効率性を改善していく，

あるいは炭素の排出係数，つまり同じ生産量１単位につき，出すＣＯ₂の量という原単位を

改善していくインセンティブを内在したようなメカニズムを効かせようとすれば，できる

限り細かく分けていくというやり方に基づいて配分していくのはやめた方がよいというこ

となのです。  

 ですから，同じベンチマークでも実は非常に多様性がありまして，その究極なものが先

ほど説明させていただきました標準化をしていくという形です。あれはなかなかドラステ

ィックでして，それでやってしまいますと，今度は逆にニーズから余りにもかけ離れたも
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のになってしまいますので問題は逆に大きくなるかもしれませんが，哲学的には大きく２

つに分けられると思います。 

【井手座長代理】 諸富先生にお伺いしたいのですけれども，オークション方式というの

は望ましい方式として考えられると今日の事務局の論点ペーパーで挙げられていますけれ

ども，オークション方式の場合で２ページの第２段落目のところで，いわゆる市場支配力

を行使して，取引価格に影響を与える可能性もある，あるいは新規参入者などを排除する

ために排出枠が買い占められるようなことがあるかもしれない，といったこういう懸念に

対して，実際試行錯誤かもしれませんけれども，こういう問題はどうすると懸念はなくな

ると，あるいはこういう懸念のためにこういう手段を別途採るとかというのは何かござい

ますか。 

【諸富先生】 正にこの点はオークションの場合に重要な論点になっておりまして，やは

り排出構造からいって電力，鉄鋼，セメント，化学とかが非常に大きいわけですが，そう

いうセクターがオークションの市場において価格支配力を行使しないかどうかということ

は大きな問題として認識されています。 

 特にＲＧＧＩの場合は，実は主として電力セクターを規制対象にしたものですから，割

と大きなところが価格支配力を行使しないかという問題に対して，実際に対処の方法を採

っておりまして，それが要するに１回で落札できる枠は総量の 25 パーセントまでというよ

うな形で，落札できる量に制限を設ける形を採っております。恐らく，これはワクスマン・

マーキー法案にも入っていたのではないかと思います。確認が必要ですけれども，恐らく

そういう上限設定のようなことをするというのが１つです。 

 これに対してＥＵ－ＥＴＳの場合は，そういう形で枠を設けることにすごく否定的でし

て，まずＥＵ全体が非常に大きいので，参加者が非常に大量であるということで，１社だ

けが独占できる状況にない，つまり小さいマーケットではないということで，オークショ

ンに関しましてもどういう形になるかといいますと，実際には各国がオークションを実施

することになります。ＥＵのレベルでは欧州委員会が実施するのではなくて，トータルの

キャップのうちオークションで配分される部分を各国ごとに分割しまして，オークション

権なるものを各政府に与えていくことになるのです。そのオークション権を行使して各国

政府が売却していく。ただ，売却する際に，だれでも参入可能とすることが想定されてい

まして，そういう意味である特定の産業，つまりその国の産業しか参入できないという形

ではなくて，だれでも参入できる。 

 そうしますと，だれかが単独でかなり大きなシェアを占める可能性は低下していきます

ので，そういう形で何か制限を加えるのではなくて，マーケットをよりオープンにするこ

とによって価格支配力を行使できる割合を減らそうという対処法を採っているということ

でございます。 

【岸井会員】 諸富先生がアメリカのワクスマン・マーキー法案についていろいろと説明

されておりまして大変興味があるのですけれども，まず，法案の成立可能性ですが，実際
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に実現可能性はどれくらいあるのかというのが１点です。 

 もう一つは，今の初期配分の方法というので，10 ページの２）にいろいろ書いてありま

すけれども，いろいろな要素があるので，これが具体的にどのような割合になるのかとか，

その辺のことについてもう少し詳しくお伺いできたらと思います。  

【諸富先生】 まず法案成立の可能性ということですが，ワクスマン・マーキー法案は下

院で提出された法案でしたので，下院は通過したことから，下院では可決されたというこ

とになります。  

 他方，上院に提出された法案はまた別の名前で，大統領候補になったケリー議員と改革

の中心のボクサー議員が連名で，ケリー議員は外交委員長です，ボクサー議員は多分環境

公共事業委員会だったと思いますが，委員長だということで両名で法案を提出したわけで

す。  

 法案の骨格は，ほぼ両法案ともは同じと見てよいと思います。もちろん，上院に提出さ

れた法案は中身が細かく詰まっていないため，これから議論されるところであります。そ

こで見通しということですけれども，要は上院でもしケリー・ボクサー法案が可決された

ら，両院協議会が開かれて２つの法案が一本化されるということになります。  

その見通しですが，なかなか難しいといいますか，私は結果的には通るのではないかと

期待を込めて見ているのですが，スケジュール的には，今の医療保険改革の法案が最優先

課題のためこれがまず先。次に金融規制の改革法案，高額所得者報酬の規制とかそういう

話が次に出てくるので，その後だと言われています。  

 上院は，やはり民主党の議員の数が少ないということと，60 票取らないといけないとい

うことも含めまして，各議員の選挙区の状況まで考えますと，いわゆるロビイストという

方に聞いたところでは，ほとんど立場が固まっている議員さんの数を順番に割り振ってい

って，最後に残ったスウィングボートの人たちの相当数を賛成に回らせないと通らないと

いうことで，可決させたい側からすれば厳しい状況です。ですから，現行の原案のままで

通ることはほぼないであろうと思われます。相当な妥協をしないと法案としては通らない，

通るとしてもかなり変形したものになっていく可能性があるということでございます。  

 ですから，ワクスマン・マーキー法案とそんなに変わらない姿で原案は出てきたわけで

すけれども，最終案というのは，仮に通ったとしても相当変わる可能性もあり得ますとい

うことです。  

 10 ページの初期配分法ですが，これはアメリカ的でして，ＥＵ－ＥＴＳの場合はこれほ

どオークションについて決めていなかったわけです。アメリカはセットで，つまり，どう

いう排出量取引制度にするかということがその影響を受ける人たちにどういう補償をする

かということとセットで議論されなければ，政治的に法案として可決されなかったという

ことです。  

 非常に大きいのは，例えばグラフの紫色などがそうですが，2025 年まで非常に大きな割

合を占めている紫色の大きなバンドがありますが，Electricity Consumers と書かれてい
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るもので，要は排出量取引法案の導入によって電力価格が上がり，つまり石炭火力のコス

トが上がるわけですから，それが電力価格に転嫁されて，低所得者が困るということがな

いように，電力価格を据え置きなさいということを言っているわけです。  

 かといって電力会社は損失を被るわけですから，その分の補てんとして，この紫色の分

に相当する排出枠を無償で電力会社に配分します。そして彼らは枠を自由にマーケットで

売っていいということをすることで収入を得るわけです。その分をコンシューマープロテ

クションに充てる財源にしなさいというようなやり方をしています。  

 ほかにはざっと申し上げますと，例えば労働者訓練，つまりこれによって影響を受けて

産業が構造転換していくであろうということが 2050 年までで想定されていまして，衰退

していく産業からより勃興してくる産業に移ってもらうための労働者訓練プログラムとか，

技術開発に対する支援，再生可能エネルギーに対する支援とか，こういういろいろなプロ

グラムがこの中に組み込まれているということになります。  

 以上です。  

【下村会員】 質問です。  

【井手座長代理】 下村会員，どうぞ。  

【下村会員】 先ほどＥＵのオークションの開催頻度が話題になりましたけれども，アメ

リカではどのくらいの頻度で開催される予定ですか。  

【諸富先生】 アメリカに関しては，ほとんど議論としては出ていなかったです。そこま

で詳細な，つまり法案がまだ通っていない段階で，オークションの実施主体がだれになる

かとか，どういう頻度でやるのかとか，そういう議論にまだ入っていないと思います。  

【下村会員】 ここの Sealed－ bid Auction と書いていますので，先ほど吉野先生が指摘

したようにできるできないというのは別として，かなり高い頻度で行うということが要求

されると思ったのでお聞きしました。  

【諸富先生】 行うとなったらそうなるでしょう。 Sealed－ bid で行うということはもう

ほぼ確定的だと思いますけれども，頻度とかいわゆるオークション実施に伴う行政的な手

続き，方法に関しては，まだ詳細が詰まっていないと思います。  

【井手座長代理】 そのほか，いかがでしょうか。予定した時間が迫ってまいりましたけ

れども，何か御質問等がございましたら。よろしいでしょうか。  

 まだいろいろ御議論はあると思いますけれども，一応予定した時間がまいりましたので，

この辺で今日の議論は終わりにしたいと思います。  

 最後に事務局から何かございましたらお願いいたします。  

【藤本調整課長】 本日，なかなか議論が尽くせないところも時間の関係であったかと思

いますので，それぞれの論点につきまして，先生方で御意見がございましたら，事務局の

方に来週木曜日のできれば午前中までに提出していただければと思います。  

 次回の規制研の日程につきましては，追って御連絡を差し上げます。次回は，これまで

２回にわたって議論をいただいたもの，あるいは来週にかけていただく御意見をとりまと
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めた資料を用意いたしまして，その資料について御議論いただくということを考えており

ます。よろしくお願いいたします。  

 私の方から以上でございます。  

【井手座長代理】 それでは，今日は時間の関係で十分議論できなかったところはたくさ

んありますので，各会員から 11 月 12 日の午前中までに事務局にコメント等をお願いいた

します。  

 それでは，本日は日本鉄鋼連盟の山田様と，オブザーバーとして，諸富先生に御出席い

ただき，大変ありがとうございました。皆様，長時間どうも御苦労様でした。  

 これで閉会にいたします。  

 


